
順位

Ｈ17

0

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標 学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして

第１章　安心して生活できる福祉社会をつくります

第４節　援護を要する人の自立支援

政策名（章）

基本施策名（節名）

　生活相談や緊急援護資金の貸付け、最後のセーフティネットである生活保護の適正実施をはじめ、関係機関との連携による社会的・経
済的な自立を促進することで、援護を要する人が安心して、健康で文化的な生活を営めるよう支援体制を整備するもの。

２　施策の概要
　市社会福祉協議会が行う生活資金一時貸付事業への貸付資金の交付。生活福祉資金など各種貸付制度や受給可能な年金・手当をは
じめ、援護を要する世帯の実情に応じたきめ細かな生活相談。生活保護費の漏給と濫給の防止。生活保護受給世帯への自立支援プログ
ラム参加の促進

指標名

平成20年度（決算）

12,832 15,555

人件費

健康福祉局

地域福祉課

1
自立支援プログラムへの参加状況
（人）

22

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

指標１

１　施策の目的

指標５

指標４

指標３

指標２

指標４
（単位：　）

11410・11420

700.0

基準値

指標３
（単位： ）

5,617

総事業費・人員
（単位：千円・人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標１
（単位：人 ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標２
（単位： ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

10,742

実績値 目標値

13,929

638.0

実績値

0

３　事業費                       　　　　　　　　　　     （単位：千円）

年度 平成19年度（決算） 増減の主な理由

幅広い自立支援プログラムの導入を推進しなが
ら、丁寧な支援に重点を置き、参加者数が開始年
を下回らないことを目標とした。

18

400.0

目標値

682.0

目標値 実績値 目標値

甘利　賢治課長名生活の安定と自立の援助施　策　名

750.0750.0

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

４　成果・活動指標

生活保護自立支援相談員の増員

236.0

指標５
（単位：　）

0 0

指標の基準値の定義

自立支援プログラムの参加者数

目標値の考え方（根拠）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

平成21年7月21日記入

H20 H21

◆総合計画における位置付け等

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19

事業費

＊この施策評価シートは、１１４１０生活の安定と、１１４２０自立の援助を統合したものです。
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各事業が果たす施策に
対する目標の達成度合
いを把握し、効果の高い
事業を実施している

評価基準・
着眼点

4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

4　2　1

4　2　1

4　2　1

合計
１次評価

Ａ

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

市民満足度

評価点

２次評価

10
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

A

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

課題

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

有効性

視点の種類

６　１次評価（２つの視点から評価を行う）

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）
○この施策の満足度は3.022で全119施策の中で109番目。
○重要度は4.06で39番目である。
○改善要望度は0.269で21番目である。

Ｈ20評価点

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

A

　生活保護受給世帯は、高齢者と傷病者が６５％を占めていることから、就労自立のみならず、世帯の実情に
応じ、債務整理など経済的な自立、自分で自分の健康・生活管理を行う日常生活の自立、地域社会の一員とし
て充実した生活を送る社会生活の自立を目指すプログラムを幅広く用意し、参加を促す必要がある。

解決策
　福祉事務所の職員が、社会経済環境の変化により急増している受給者への漏給・濫給防止を優先しつつ、プ
ログラムへの参加促進と、世帯ごとの援助方針を分析して新たなプログラムを用意できる体制を整備する。
　また、生活保護自立支援相談員には、参加者の参加意欲を削ぐことのないよう、丁寧な対応を求める。

4　2　1効率性

最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

生活の安定
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平均  3.892

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇
地区別 Ｈ21△
居住年数別 Ｈ21+

施策 3.022 109位 4.060 39位
２０代 2.765 113位 4.195 32位
３０代 2.721 118位 4.011 44位
４０代 3.036 79位 4.000 40位
５０代 2.923 114位 3.988 45位
６０代 3.200 76位 4.193 29位
７０歳以上 3.207 96位 3.965 59位
北部 2.967 116位 3.961 54位
西部 3.090 89位 3.952 53位
南部 3.000 105位 4.171 27位
津久井 3.205 54位 4.159 26位
５年未満 2.897 111位 4.178 34位
５年～１０年未満 2.950 104位 4.170 29位
１０年～２０年未満 3.057 82位 3.891 59位
２０年以上 3.032 108位 4.053 40位

満足度 重要度
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